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第１章 緒言

１．研究背景

我が国の高齢化の進展に伴い、介護保険給付で高齢者の全てのニーズや希望に即した

介護サービスを提供することは困難な状況である。したがって、高齢者の多様なニーズ

や地域特性に合った生活支援サービスや見守り等の支援が必要とされており、フォーマ

ルサービス意外にも多種多様なインフォーマルサービスによる重層的な支援が緊急な課

題とされている。

２．先行研究

地域包括支援センターや在宅介護支援センター、社会福祉協議会等が行う地域のネッ

トワークづくりの具体的な活動内容やネットワークに関する要因、留意点等に関する研

究はされていた。また、インフォーマルサービスを含む生活支援サービスの多くは、地

域独自の地域活動を媒介として提供されており、地域包括支援センターはそのような地

域活動を計画・実施、あるいは後方支援をすることによって地域のネットワークを構築

し、地域支援を担う中核的な機関である。しかしながら、その役割・機能を果たせてい

ないという実態が多く、どのような手法によってこれを構築することができるのかとい

う理論や詳細なプロセスが実証された研究は見当たらない。

３．研究目的

本研究では、地域包括支援センター職員が地域活動を推進していくプロセスにおいて、

どのように地域ネットワークがつくられていくのかを明らかにすることである。さらに

地域ネットワーク構築の実践から理論的仮説化を目指し、地域包括支援センターの職員

が如何に取り組んでいくべきかを導き出すことを目的とした。

第２章 研究方法

１．調査対象者

調査対象者は地域活動を通して地域におけるネットワークづくりをしており、全国地域

包括・在宅介護支援センター協議会がモデルセンターと位置付けている地域包括支援セン

ター４か所である。より凡庸性を高めるため都市部や農村部を考慮し、「地域活動あるいは

地域の機関、団体との連携を担当している職員」より協力を得られた。

２．調査方法

研究協力の同意が得られた地域包括支援センターの調査対象者に面接調査を実施した。

面接調査の期間は 2013年 12月から 2014年３月であり、面接時間は約 80分から 120分で、

平均すると約 100 分程度となった。インタビューの内容は、開始時に調査対象者の同意を

確認して IC レコーダーに録音し、逐語録化した。

３．分析方法

本研究においては、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチを用いて分析した。

分析テーマは「地域包括支援センターの地域活動推進による地域ネットワークづくりの過

程」とし、分析焦点者「地域活動および地域ネットワークづくりを担当している職員」と

した。

第３章 結果

分析の結果、生成された概念は４３となり、６つのカテゴリー、５つのサブカテゴリーを

生成した。地域活動を媒介とした地域ネットワークづくりは、【地域ネットワーク構築の基盤】



というネットワークづくりの土台を構築することから始まる。そして、【地域アセスメント】

により、個別課題から地域共通のニーズを析出することや地域の情報を精緻化し、地域ニー

ズに沿った【地域活動の計画・準備】をすることで新たな社会資源が創出され、【地域活動の

実施】へ移行する。その過程において、地域住民・団体、専門職が顔を合わせ、互いに役割

を持って地域の課題に一緒に取り組むことによって、【地域活動実施の効果】として、住民・

団体の役割意識や主体性が向上し、地域ニーズに即した新たな社会資源を創出したり、地域

の見守りによる個別問題の発見につながっていく。そのような協働による活動を継続してい

くことで、地域資源の輪が広がっていき、【地域支援ネットワークの醸成】へつながる。地域

支援ネットワークは構築されることが目的ではなく、【地域活動実施の効果】の影響を受けて、

再度【地域アセスメント】に戻り地域活動を推進し、新たな社会資源を創出していくという

循環していくというストーリーラインに至った。

第４章 考察

地域包括支援センター職員が地域ネットワークを構築する上で、住民・団体と信頼関係を

構築しておくことが重要な土台となっていることが明らかとなった。地域活動推進のプロセ

スは、アセスメント、地域活動の計画、計画の実施までであり、具体的な計画書作成や評価

については明確なものが確認できなかった。しかし、そのプロセスにおいて、住民・団体と

専門職が地域活動を通して連携・協働する関係性を築き、それが地域支援ネットワークとし

て構築され、地域ニーズを充足するための社会資源を創出し、地域の課題解決に至っている

プロセスを明らかにしたことは意義があるといえる。

従来のネットワーキング実践では、地域ネットワークをつくること自体が目標となり、実

際に機能していないこと問題とされてきたが、本研究の調査対象機関においては地域ネット

ワークを構築するための地域活動の目標や目的を重視し、地域の人々と職員が明確に認識し

ていた。その活動を通して住民・団体と職員が直接地域課題に触れ協働することで、住民・

団体自身が主体性を持ち、相互に役割を形成し、地域で新たな問題を発見するという効果が

得られた。このようなプロセスを継続的に実施していくことによって、住民・団体のネット

ワーク、専門職のネットワーク、住民・団体と専門職のネットワークという３つの地域支援

ネットワークが醸成された。それぞれが分断されることなく有機的に連動し相互に役割を担

い、各々の機能を活かして個別課題や地域課題への支援を展開していることが明らかとなっ

た。本研究ではそれらの多様な社会資源と地域包括支援センターの協働関係によるネットワ

ークづくりを明らかにしたが、社会資源同士がいかに協働関係を構築していくのか、また、

地域活動の評価やフィードバックについては情報が不足し不明瞭な部分が残っている。した

がって、それらの情報を精緻化し今回得られた結果をもとに、継続的な調査を実施し仮説モ

デルをより強固にすることを目指す必要がある。
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